





I . 『税務運営方針』に見る税務行政の基本理念 (1）原処分の推計根拠を不問にする審理
l[ .調査と指導の一体化の放棄 (2）推計誤差の累積による原処分の正当化


























































































































































（円〉｜ 1984年 1985年 1986年
事業所得金額 -1, 428, 707 75,527 880,141 
所得控除の額 526, 711 480,750 401,820 




事業所得金額 1,742,012 2,679,733 2,980,380 
所得控除の額 526,711 480,750 401,820 
課税所得金額 1,215,000 2,198,000 2,578,000 
約一税額い8,100 280,800 345,400 
過少申告加算税 6,500 14,000 14,500 
表 1-C. 国税不服審判所の実額計算金額と取消税額
〔円〕｜ 1984年 1985年 1986年
事業所得金額 -696, 285 897,338 1, 342, 477 
所得控除の額 526, 711 480,750 401,820 
課税所得金額 。 416,000 940,000 
本税の取消額 I 138,100 237,400 240,100 





































（円）l 1畔 1985年 1986年
総収入金額 1, 408, 900 1,225,850 
一般経費額 474,174 522,474 594, 119 
算出所得金額 934,726 631,731 
地代家賃の額 122,940 130,140 156,540 












19畔 ｜ 1揃年 I 1揃年
1,9肌 812 I 2, 136, 582 I 3, 214，臼8
482, 164 i 489, 278 I 810, 089 
1, 478, 648 I 1, 647, 304 I 2, 404, 549 




















??? 、 1985年 1986年
総収入金額 I L 408, 900 I 1, 343, 150 I 1, 2s1, 450 
一般経費額 1 337, 1so I 395, 558 I 332, 537 
算出所得金額｜ 1,0η，750 i 947, 592 I 948, 913 
地代家賃の額（ 98, 352 I 104, 112 I 125, 232 
事業所得令額 1 973, 398 I 843, 48J I 823, 681 
本税の取消額｜ 47, 900 I 80, goo I 178, 800 
























し， 84年1月から 6月までの収入金額を同期間の電気使用量で除し， 1キロワット当たり収入










































（円〉｜ 附年 ｜ 附年 ｜ 1鮒年
原処分の推計額 1 1,740,012 
異議審理庁の推計額｜ 1, 777, 148 























































（円〕｜本人の申告額i ① ｜計算① ｜過大推計額
売上金額｜山川90｜山40,170 1 山 23,490 !. 山 M 卸
売上原価 1 3, 231, 077 I 3, 235, 077 I 3, 2;is, 077 I o 
一般経費 1 2, 248, 796 I 2, 129, 660 I 2, 129, 660 I o 
給与賃金） 2, 009, ooo I o i 1, 994, ooo I i, 994, ooo 
地代家賃 i 2, 220, ooo I 1, 920, OC8 I 1, 920, ooo I o 
減価償却（ 肌 276 1 叫 276 I 叫幻6 I o 






売上金額lw印 0 I 9,4制叩 i同 9,520 I 454, 17 
売上原価 2,579,072 
一般経費 1,967,517 1,643,202 
給与賃金 1,309,500 。
地代家賃 2,196,000 1, 920, 000 
減価償却 602,276 602,276 
所得金額 1 7問 I2, 699，川｜
2,824,500 
1,552,406 



















（円） I本人の中告額｜審理庁①の推計額I計審算判所②の実額 lI 過大推計額
売上金額｜ 7, 475, 600 I 日刊oI 。
売よ原価 2,869,063 2,869,063 893,262 
一般経費 1,514,097 1,300,75~ 1,172,925 -127, 829 
給与賃金 1,388,000 1,388,000 
地代家賃 2,471,000 1,920,000 ヰ，240,000 320,000 
減価償却 501,897 501, 897 510,897 。






















































































A 6,588,787 0.7357 0.2368 
B 5,915,705 0.7784 0.4418 
c 3,737,650 0.8077 0.2970 
D 8,587,566 0.7280 0.5052 
E , 6,440,170 0.8097 0.1745 
F I 6,079,460 9.8745 0. 4211 























たッている。例えば，表 5 は，ある機械加工業者の推~i 謀説に用いられたデータであるが，上
記の売上原価率のズレなど比較にならなL、ほど，業者ごとの比率のバラツキは大きなものとな
つ「ごL、る。
むろん，平均値算定にあたっての類悦同業者といっても，無際限i二採用されるわけではない。
よその採用は，第1に青色申告者であり，第2に売上金額が本人の 0.5倍以上2.0倍以内である
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業者に限られている（倍半基準〉。しかし，それでも，表5のように大きなバラツキが存在し
ているのである。この表は，けっして特異な例ではない。多くの場合，これと同程度ないしそ一
れ以上のバラツキをもっている。
したがって，採用候補となる l, 2の業者が実際に加えられるかどうかで，上記の売上金額
以上の誤差が生まれてくることになるのである。逆にいえば，倍半基準の範囲内で採用業者を
取捨選択することによって，原処分を正当化していくことも十分可能となるのである。しかも，．
そのサンプルの選択は，税務当局の専決領域下にある。業態が本当に類似しているかどうか，
業者の選択が怒意的に行われていないかどうか，納税者にはまったく知る術がない。推計課税吟
に付される者は，根拠を理解できぬまま更正処分を受けることになるのである。ここに，今日ョ
の推計課税の最大の問題点がある。
百．一方的徴税行政を支える守秘義務違反論ー←まとめにかえて
税務行政に求められることは，何よりも“調査と指導の一体化”にあり，とりわけ零細業者一
にたいする更正処分に際しては，この立場が厳格に守られるのでなければならなL、。しかし，
実態l土納税者の期待を大きく裏切るものとなっている。税務調査段階から，吏正処分，異議審
理にいたるまで，税務当局の一方的な姿勢が貫徹している。
そして，こうした一方的な税務行政を支えているのが，守秘義務違瓦論である。立会人の存
在を理由に推計課税に持ち込む論拠が，まきに守秘義務違反論である。また，所得の確認とL、
うだけで調査理由を開示したことになると判断する税務当局の姿勢もそうである。ごく大雑把
にであるとはし、ぇ，調査に入るのは類似同業者との比較において調査の必要性を認めたからに
他ならないはずである。そして，そうであれば，固有名詞を伏せることによって，調査理由を
類似同業者との比較において具体的に説明できるはずである。また，そうすることによって，
調査のプロセスで，税務署・員の事実認識も深まり，本論で見たような，実態からおよそかけは
なれた更正処分を避けることも可能となるはずである。
しかし，守秘義務を口実に調査理由の具体的説明は一切しようとしなし、。したがって，納税品
者としては，理由がはっきりしないまま，修正申告のもとめに応じるか推計課税に付されるか
の，いずれかしかないことになるのである。しかも，推計課税といっても，推計の根拠が明確
にされ，本人が多少とも納得しうるというものではけっしてない。倍半基準の範囲内の業者の
平均値を用いて推計したとLサ説明があるだけで，最も肝心な業態の同質性についての説明が
まったくなく，推計にあたって用いられる類似同業者の平均値が果して自己の推計に適切な値
であるかとうかを判断することはまったく不可能な状況にある。
これは，異議申し立て，不服申し立てに際してもそうである。異議審理，不服審理において
も，類似同業者の平均値が示されるのみであって，ぞれが業態の同質性に基づく業者選択であm
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るのかどうか，窓意的な取捨選択が行われていないのかどうか，本人にはまったく知る術がな
い。これも守秘義務を口実とした税務当局の姿勢に基づいている。これでは，税務当局の計算
には無条件で従うべきであるとし、うに等しく，納税者の税務当局にたいする不信は強まるばか
りとなる。
推計課税が真に必要となるのは，帳簿等必要資料を 100パーセント揃えることのできない零
細業者の場合であるとL、えよう。ところが帳簿等必要資料が揃っている業者までもが推計謀説
に付されている。この点は即刻改められなければならない。そのためには，立会人を口実とし
た調査放棄，あるいは，調査理由の開示要求を口実とした調査放棄を即刻改め，可能な調査を
迅速に実施することが必要である。
そして，そうした上で，なおかつ推計が必要となる場合l土，業態の同質性を明確にしつつ，
実名を伏せて，類似同業者の決算内容を必要に応じて明らかにし，本人の納得のえられるよう
な推計を行うべきで、ある。守秘義務を口実に，合理的な推計の努力を放棄していると疑われる
ようなことがあってはけっしてならない。
